
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　略矩形状の前出し本体に多数のローラを架設し該多数のローラー上にある商品を商品取
出部位側に移動させる複数個の商品前出し機と、両側端に位置する前記商品前出し機の裏
面の係止突起部と左右方向に０．５～５０ mmの範囲でスライド自在に係合する基板から起
立して両側端を画する本体部を有する側仕切り板と、前記前出し本体を前後方向に平行に
分割する商品仕切板と、からなることを特徴とする商品陳列ユニット。
【請求項２】
　前記側仕切り板は、前記基板と前記本体部の間に位置する、前記商品前出し機の幅寸法
より小さい、幅５～５０ mmの細長矩形状の前出し本体に多数のローラを架設するか、滑り
材を配設するか又はリブを前後方向に配設した幅調整用商品前出し機を前記基板と前記本
体部とで一体化したものであることを特徴する請求項 記載の商品陳列ユニット。
【請求項３】
　更に、前端部に商品転落防止部を有して前記商品前出し機の位置決めをする位置決め用
固定板を備えることを特徴とする請求項１ 記載の商品陳列ユニット。
【請求項４】
　前記商品前出し機は前出し本体とローラーの２部品から構成されることを特徴とする請
求項１～ のいずれか１項記載の商品陳列ユニット。
【請求項５】
　更に、前記商品前出し機の幅寸法より小さい、幅５～５０ mmの細長矩形状の前出し本体
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に多数のローラを架設するか、滑り材を配設するか又はリブを前後方向に配設した幅調整
用商品前出し機を少なくとも一側に設けてなる請求項１～ のいずれか１項記載の商品陳
列ユニット。
【請求項６】
　前記商品仕切板の前方係合部が着脱可能に係合する係合穴を横方向に多数形成した前方
係合穴部と、商品仕切板の後方係合部が着脱可能に係合する係合穴を横方向に多数形成し
た後方係合穴部とを有し、前記前方係合穴部及び前記後方係合穴部に形成された係合穴の
位置又は形状を商品仕切板の掛け違えのないように設けたことを特徴とする請求項１～
のいずれか１項記載の商品陳列ユニット。
【請求項７】
　前記商品前出し機の位置決めをする位置決め用固定板が、位置決め用ピッチ板又は位置
決め用スライド板である請求項 記載の商品陳列ユニット。
【請求項８】
　前記商品転落防止部が、商品転落防止板を着脱可能に支持する係合溝を有する請求項
記載の商品陳列ユニット。
【請求項９】
　前記商品転落防止板が、該商品転落防止板の上方部が商品側に屈曲するか、又は前記商
品転落防止板が商品側に傾斜し、上方部側で商品と当接する構造である請求項 記載の商
品陳列ユニット。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、店内の商品陳列棚、特に左右の長さの異なる種々の陳列棚に使用でき陳列商品
の前出しが可能な商品陳列ユニットに関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
従来、スーパー、ドラッグストアー等の量販店においては、商品陳列棚に多数の商品を陳
列しており、商品は手前の方から売れていくため必然的に前の部分が空くことになり、従
って奥にある商品を手前に出す所謂前出し作業が必要となるる。このため、種々の自動又
は半自動の前出し機能を備えた商品陳列棚又は商品陳列具が多数提案されている。例えば
、両側面に対設され奥行き方向に商品を並べて収納する商品収納ケースと、この商品収納
ケースの底側に前方に向かって下り傾斜する状態に架設された多数の回転ローラと、前記
商品収納ケースの前端部位に設けられたストッパーとから構成された商品陳列品取出ユニ
ットが開示されている（特開平８－０２４０９１号公報）。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、前記商品陳列品取出ユニットは、商品の仕切り機能を持つ両側板が固定し
て対設されされているため、この両側板で形成される幅寸法に見合う大きさの商品を陳列
できるものの、その幅寸法より大きい商品の陳列は、それに見合う別途のユニットが必要
である。このため、多種類の商品陳列品取出ユニットを揃える必要があり、在庫管理等が
煩雑であるという問題がある。また、商品の仕切り機能を持つ両側板を設置することなく
、多数の商品の横並び陳列が可能な矩形状大寸法の前出しユニットも知られているものの
、これを店内に設置されている左右方向の寸法幅が異なる多種類の商品陳列棚に設置する
場合、どうしても商品陳列棚の両側にデッドスペースが生じてしまい、商品陳列棚が有効
使用されないという問題がある。
【０００４】
従って、本発明の目的は、在庫管理が容易で、陳列商品の大きさ及び陳列数等によって、
簡単に設計変更でき、且つ左右方向の寸法幅が異なる多種類の商品陳列棚に設置でき、商
品陳列棚上の商品陳列空間を有効使用することができる商品陳列ユニットを提供すること
にある。また、本発明の他の目的は、商品仕切り板の掛け違いを防止でき、且つ重心の高
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い商品であっても前方へ転落することのない円滑な前出しを可能とする商品陳列ユニット
を提供することにある。
【０００５】
【課題を解決するための手段】
　かかる実情において、本発明者は上記課題を解決するために鋭意検討を行った結果、本
発明を完成するに至った。
　すなわち、本発明（１）は、 矩形状の前出し本体に多数のローラを架設し該多数のロ
ーラー上にある商品を商品取出部位側に移動させる複数個の商品前出し機と、

前記前
出し本体を前後方向に平行に分割する商品仕切板と、からなることを特徴とする商品陳列
ユニットを提供するものである。これにより、陳列商品の大きさ及び陳列数等によって、
簡単に設計変更でき、且つ見栄えもよい。

【０００６】
【０００７】
　また、本発明（ ）は、前記側仕切り板は、前記基板と前記本体部の間に位置する、前
記商品前出し機の幅寸法より小さい、幅５～５０ mmの細長矩形状の前出し本体に多数のロ
ーラを架設するか、滑り材を配設するか又はリブを前後方向に配設した幅調整用商品前出
し機を前記基板と前記本体部とで一体化したものであることを特徴する前記（ ）記載の
商品陳列ユニットを提供するものである。これにより、前記発明と同様の効果を奏する他
、更に商品陳列棚上の商品陳列空間を有効使用することができる。また、既存の商品陳列
棚の両側に商品転落防止板が設置されている場合には、１個又は一対の幅調整用商品前出
し機を省略しても使用できる。
【０００８】
　また、本発明（ ）は、更に、前端部に商品転落防止部を有して前記商品前出し機の位
置決めをする位置決め用固定板を備えることを特徴とする（１） 記載の商品陳
列ユニットを提供するものである。これにより、前記発明と同様の効果を奏する他、商品
陳列棚に既存の商品転落防止板が設置されていない場合に有効であり、且つ商品前出し機
の商品陳列棚への収まりもよく見栄えがよい。
【０００９】
　また、本発明（ ）は、前記商品前出し機は、前出し本体とローラーの２部品から構成
されることを特徴とする（１）～（ ）記載の商品陳列ユニットを提供するものである。
これにより、前記発明と同様の効果を奏する他、ローラーは、前出し本体のローラー取付
け部に圧入される方法等の簡易な方法でセットできるから安価に製造できる。
【００１０】
　また、本発明（ ）は、更に、前記商品前出し機の幅寸法より小さい、幅５～５０ mmの
細長矩形状の前出し本体に多数のローラを架設するか、滑り材を配設するか又はリブを前
後方向に配設した幅調整用商品前出し機を少なくとも一側に設けてなる（１）～（ ）記
載の商品陳列ユニットを提供するものである。これにより、前記発明と同様の効果を奏す
る他、調整幅を広く採れると共に、幅調整に伴う商品前出し機が無い空きスペースを少な
くできるため、見栄えがよい。
【００１１】
　また、本発明（ ）は、前記商品仕切板の前方係合部が着脱可能に係合する係合穴を横
方向に多数形成した前方係合穴部と、商品仕切板の後方係合部が着脱可能に係合する係合
穴を横方向に多数形成した後方係合穴部とを有し、前記前方係合穴部及び前記後方係合穴
部に形成された係合穴の位置又は形状を商品仕切板の掛け違えのないように設けたことを
特徴とする（１）～（ ）のいずれかに記載の商品陳列ユニットを提供するものである。
これにより、前記発明と同様の効果を奏する他、商品仕切り板の掛け違いを防止できる。
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【００１２】
　また、また、本発明（ ）は、前記商品前出し機の位置決めをする位置決め用固定板が
、位置決め用ピッチ板又は位置決め用スライド板を有するものである（ 記載の商品陳列
ユニットを提供するものである。これにより、前記（ ）発明と同様の効果を奏する他、
複数の商品前出し機を少々の外力によってはずれることなく、整然と連結固定できる。
【００１３】
　また、本発明（ ）は、前記商品転落防止部が、商品転落防止板を着脱可能に支持する
係合溝を有する（ ）記載の商品陳列ユニットを提供するものである。これにより、前記
（ ）発明と同様の効果を奏する他、背丈の低い商品から２リットル容器等の背丈の高い
商品まで幅広い商品の陳列が可能である。
【００１４】
　また、本発明（ ）は、前記商品転落防止板が、該商品転落防止板の上方部が商品側に
屈曲し、上方部側で商品と当接する構造である（ ）記載の商品陳列ユニットを提供する
ものである。これにより、前記（ ）発明と同様の効果を奏する他、背丈及び重心が高い
商品の転落を確実に防止できる。
【００１５】
【発明の実施の形態】
本発明の第１の実施の形態における商品陳列ユニットを図１～図４を参照して説明する。
図１は第１の実施の形態における商品陳列ユニットの組付けを示す斜視図、図２は商品前
出し機と側仕切り板との係合状態を示す裏面から見た一部の斜視図、図３は前出し本体に
ローラーを設置する状態を示す一部の斜視図、図４は図３におけるローラー取付け手順の
一例を示す一部が断面の平面図である。図１及び図２において、商品陳列ユニット１０は
、略矩形状の前出し本体４ａ、４ｂ、４ｃ、４ｄにそれぞれ多数のローラ５を架設し、多
数のローラー５上にある商品（不図示）を手前の商品取出部位側に移動させる商品前出し
機１ａ、１ｂ、１ｃ、１ｄと、一側に位置する商品前出し機１ｄの裏面の係止突起部６と
左右方向に０．５～５０ mmの範囲でスライド自在に係合する基板２１ａと、基板２１ａよ
り起立して一側を画する本体部２３ａを有する側仕切り板２ａと、他側に位置する商品前
出し機１ａの幅寸法より小さい幅寸法を有する幅調整用商品前出し機１３と、この前出し
本体４ａの裏面の係止突起部（不図示）と左右方向にスライド自在に係合する基板２１ｂ
と、基板２１ｂより起立して一側を画する本体部２３ｂを有する側仕切り板２ｂと、前出
し本体４ａ、４ｂ、４ｃ、４ｄを前後方向に平行に分割する商品仕切板３と、前端部に商
品転落防止部７３を有して商品前出し機１ａ、１ｂ、１ｃ、１ｄの位置決めをする位置決
め用固定板７とから構成される。
【００１６】
側仕切り板２ａ、２ｂは左右対象の同一形状であるから、側仕切り板２ａについて説明す
る。側仕切り板２ａは棚板面に載置される突起片２２ａを両端と中央の３か所に形成した
基板２１ａと、基板２１ａの基部２２３から上方に起立姿勢を採り商品を仕切る両端上方
部に丸みを有する略平板状の本体部２３ａからなる。突起片２２ａの両側には前出し本体
の裏面に形成された溝部６１、６１を有する係止突起部６に抜き差し自在に嵌合するため
の鍔２２１が形成される。かかる係合構造により、側仕切り板２ａは商品前出し機４ｃに
対して、外側に０．５～５０ mmの範囲でスライド自在となり、この範囲で商品を陳列する
スペースの幅調整が可能となる。このため、思わぬ棚幅の違いにも対応できる。
【００１７】
商品前出し機１ａ、１ｂ、１ｃ、１ｄはそれぞれ同一であるから、商品前出し機１ｃにつ
いて説明する。商品前出し機１ｃは長さ／幅が約３以上の細長略矩形状で前出し本体４ｃ
とローラー５の２部品からなり、これを複数個並べるか、又は連結して使用する。このた
め、清掃時の取り外しが楽に行え、且つ万一破損した場合でも最小限のパーツ交換で済む
ため店の合理化に寄与する。前出し本体４ｃの表面は商品仕切板３の前方係合部３１が着
脱可能に係合する係合穴８ｂを横方向に多数形成した前方係合穴部８１ｂと、商品仕切板
３の後方係合部３２が着脱可能に係合する係合穴８ａを横方向に多数形成した後方係合穴
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部８１ａと、２列に多数のローラー５を配したローラー配設部５１とからなる。前方係合
穴部８１ｂと後方係合穴部８１ａに形成された係合穴は、隣接する両側の係合穴の位置と
左右同列にない所謂千鳥状であり、且つ四角穴とすることにより、商品仕切り板の掛け違
いのないようにしている。また、前方係合穴部８１ｂ、後方係合穴部８１ａには、ローラ
ー面と面一としたリブ９ａを所定間隔で前後方向に形成することにより、商品の滑りの補
助と商品仕切り板の掛け違い防止を更に確実なものとしている。
【００１８】
図３に示すように、ローラー配設部５１には、商品を前方にスライドさせるように回動可
能に架設された多数個のローラー５を配設する。ローラー５はローラー本体５３と、両端
にローラー本体５３より小径のローラー軸５２ａ、５２ｂから成り、左右の両側枠部５４
、５４に切り欠かれ、その切り欠き部と両側枠部５４、５４の上面で連接する両側外枠部
５５、５５とで形成されたローラー軸５２ａ、５２ｂよりも大径の軸穴１５１ａにローラ
ー軸５２ａ、５２ｂを軸支することにより２区間のローラー配設群が形成される。両側枠
部５４の内側面間の寸法及び両側外枠部５５の上面内縁間の寸法はローラー本体部５３よ
り長く、両端のローラー軸５２を含めた全長より短い。そして、ローラー５を軸穴５１に
嵌め込むには、図４に記載のように、先ずローラー軸５２ａを軸穴１５１ａに嵌め込み斜
め下側に深く押し込み（図中、（ II））、次いで、他端のローラー軸５２ｂを軸穴１５１
ｂに嵌め込む（図中、（ III)）。これにより、逆さにしてもローラー５は前出し本体４ａ
から脱落することはなく、前方に向けて下降傾斜する状態に保持すれば、回動可能に架設
された多数個のローラー群が形成される。
【００１９】
また、商品前出し機１ｃの前方下方部には、位置決め用固定板７の係合突状部７４に係合
する係合溝８２を有し、後方両側部には、商品前出し機を互いに連結する連結凸部１２ａ
と、その反対側には連結凹部１２ｂが形成されている。
【００２０】
幅調整用商品前出し機１３は商品前出し機１ｃと比して、幅狭で、具体的には幅１５～５
０ mmの細長形状である点及び商品仕切り板が係合する前方係合部の穴と後方係合部の穴が
ない点を除いて、同じものである。そして、幅調整用商品前出し機１３の裏面には図では
省略する係止突起部が形成され、前述の如く、側仕切り板の係合片２２ｂと幅方向に摺動
自在に係合する。すなわち、側仕切り板２ｂは商品前出し機４ａに対して、外側に０．５
～５０ mmの範囲でスライド自在となり、この範囲での商品陳列幅の調整が可能となる。本
実施の形態例ではこの棚幅調整は、２個の側仕切り板２ａ、２ｂ及び幅調整用商品前出し
機１３とで行うことができるため、最大十数 cm程度の幅調整が可能である。
【００２１】
位置決め用固１板７は平板状の基板７５に商品前出し機１ｃの前方下部に形成された係合
溝８２に係合する突状物７４と、前端部に商品転落防止板７２を着脱自在に係合する前端
溝７１を有し、前端溝７１に係合する商品転落防止板７２とで商品転落防止部７３を形成
する横長状物である。これにより、商品陳列棚の前方に位置決め用固定板７を設置して商
品前出し機１ｃをスライド自在に係合させれば所望の位置に商品前出し機１ｃを設置する
ことができる。また、商品陳列棚の前方に既設の商品転落防止板があれば、それを利用し
、既存の商品転落防止板がなければ商品転落防止板７２を前端溝７１に嵌め込み、最前列
の商品の棚からの転落を防止する。商品転落防止板７２としては、特に制限されないが、
透明で薄い平板状物とすれば安価に作製でき見栄えもよい。
【００２２】
上記の如く構成された商品陳列ユニット１０を使用する方法を次に示す。先ず前方に傾斜
する商品陳列棚の前方に位置決め用固定板７を設置する。次いで、必要個数の商品前出し
機１ａ、１ｂ、１ｃ、１ｄ・・を位置決め用固定板７に係合させてセットする。その際、
商品前出し機１ａ、１ｂ、１ｃ、１ｄは、それぞれが有する連結凸部１２ａと、連結凹部
１２ｂを連結して外力や商品の移動等による少々の作用力ではずれが起こらないように固
定する。次いで、必要なら幅調整用商品前出し機１３を一側又は両側に設けて商品陳列棚
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の幅寸法に適合するように微調整してもよい。次に、商品の幅寸法及び陳列数に応じて商
品仕切り板を用意し、前方係合突起３１を前方係合部８１ｂの係合穴に、後方係合突起３
２を後方係合部の係合穴８１ａにそれぞれ嵌め込んで固定し、最後に両側から側仕切り板
２ａ、２ｂを商品仕切り機１ｃ又は幅調整用商品仕切り機１３にスライド自在に係止させ
る。また、必要に応じて商品転落防止板７２を設ける。商品仕切り板の設置に際しては、
前方係合部又は後方係合部の係合穴はそれぞれ千鳥状に互い違いに形成されているため、
対応する係合穴に特段の注意を払うことなく掛け違いなく係合できる。
【００２３】
本実施の形態例によれば、左右方向の寸法幅が異なる多種類の商品陳列棚であっても、簡
単に設計変更でき、且つ商品陳列棚上の商品陳列空間を有効使用することができる。ロー
ラーは、前出し本体のローラー取付け部に圧入される方法等の簡易な方法でセットでき、
且つ前出し本体との２部品で商品前出し機を構成するから安価に製造できる。また、調整
幅を広く採れると共に、幅調整に伴う商品前出し機が無い空きスペースを少なくできるた
め、見栄えがよい。更に商品仕切り板の掛け違いを防止できる。
【００２４】
前記側仕切り板の商品前出し機との係止構造については、特に制限されず、例えば、図５
及び図６のものであってもよい。また、位置決め用固定板７についても、特に制限されず
、例えば、図７のものであってもよい。図５は側仕切り板の斜視図、図６は商品仕切り機
と側仕切り板の係止関係を示す裏面から見た一部の斜視図である。図５及び図６において
、図１と同一構成要素には同一符号を付して、その説明を省略し異なる点についてのみ説
明する。すなわち、図５の側仕切り板の商品前出し機との係止構造において、図２のもの
と異なる点は、３個の係合片２２ａを有する基板の代わりに、３個の左右方向に細長の係
合穴２５を有する基板２１とし、前出し本体の裏面にはこの３個の係合穴２５に幅方向に
スライド自在にそれぞれ係合する３個の係合突起部６２（図では２個）を設けた点にある
。３個の係合突起部６２に側仕切り板２ｃを嵌め込むには、商品陳列棚に商品前出し機と
側仕切り板を載置し、商品前出し機をわずかに浮かした状態で側仕切り板の基板を該商品
前出し機の下側に滑り込ませて、係合突起部６２と係合穴２５を嵌め込めばよい。
【００２５】
図７は位置決め用固定板の一部の斜視図を示す。図７において、図１の位置決め用固定板
と異なる点は、図１の位置決め用スライド板の代わりに、位置決め用ピッチ板とした点に
ある。すなわち、位置決め用ピッチ板７ｂは平板状の基板７５に商品前出し機の前方下部
に形成された係合溝８２に係合する横全長に形成された突状物７４と、前端部に商品転落
防止板７２を着脱自在に係合する前端溝７１を有し、基板７５の平面上には横全長に多数
の長穴形状のピッチ穴７６を形成したものである。ピッチ穴７６には、商品前出し機の前
端下方に形成されるピッチ穴７６に係合するピッチ係合突起（不図示）が係合する。
【００２６】
図８及び図９は図１で使用する商品転落防止板の作用を説明する模式図である。図８及び
図９中、図１と同一構成要素には同一符号を付してその説明を省略し、異なる点について
のみ説明する。すなわち、図８（ II）及び図９について、その主に異なる点は、商品転落
防止板である。図８（ II）の商品転落防止板７２ａは商品転落防止板７２ａの上方部７７
が商品Ａ側に屈曲し、上方部側で商品と当接する当接部７６が設けられている。商品転落
防止板７２ａはこのような構造を有するため、従来、背の高いペットボトル商品Ａでは転
落の危険性があったが、商品Ａの高い点７５で商品と当接するため、転落の危険性が無い
。図９の商品転落防止板７２ｂは商品転落防止板７２ｂ全体が商品Ａ側がわずかに傾斜し
、上端部７８で商品Ａと当接する。商品転落防止板７２ｂはこのような構造を有するため
、前記商品転落防止板７２ａと同様の効果を奏する。
【００２７】
本発明の商品陳列ユニットにおいて、商品前出し機同士の連結は、前記位置決め用固定板
のみで行っても、上記の商品前出し機の後方両側に設けられた連結凹凸の嵌合のみであっ
てもよい。また、この連結凹凸の嵌合は商品前出し機の中央両側であっても、前方両側で
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あってもよい。商品前出し機は前方傾斜状態で使用され、その前方傾斜方法としては、商
品陳列棚に傾斜があり、これに平板矩形状の商品前出し機を設置する方法、水平商品陳列
棚に前方傾斜状、すなわち滑り台状の商品前出し機を設置する方法及び平板矩形状の商品
前出し機の後方裏面にスペーサを張り付け、所謂ゲタを履かせた構造のものを水平商品陳
列棚に設置する方法が挙げられる。
【００２８】
次に、本発明の第２の実施の形態における商品陳列ユニットを図１０を参照して説明する
。図１０は第２の実施の形態における商品陳列ユニットの組付けを示す斜視図である。図
１０において、図１と異なる点は、商品前出し機１ａ～１ｄの両側に位置する側仕切り板
２ａ、２ｂ及び幅調整用商品仕切り機１３の代わりに、幅調整用商品仕切り機２００ａ、
２００ｂを設けたところにある。幅調整用商品仕切り機２００ａと幅調整用商品仕切り機
２００ｂは、左右対称の同一物であり、ここでは幅調整用商品仕切り機２００ａについて
説明する。幅調整用商品仕切り機２００ａは、棚板面に載置される突起片２２ａを両端と
中央の３箇所に形成した幅調整用商品仕切り機本体部２１ｄと、幅調整用商品仕切り機本
体部２１ｄの外側端に立設する側仕切り板２３ａとからなる。幅調整用商品仕切り機本体
部２１ｄは商品前出し機１ｃと比して、幅狭で、具体的には幅１５～５０ mmの細長形状で
ある点、商品仕切り板が係合する前方係合部の穴と後方係合部の穴がない点及びローラの
代わりに２条の複数リブ９ｃを長手方向に形成した点を除いて、同じものである。そして
、幅調整用商品仕切り機２００ａは商品仕切り機１ｃと幅方向に自在に係合する。すなわ
ち、幅調整用商品仕切り機２００ａは商品仕切り機１ｃに対して、外側の０．５～５０ mm
の範囲でスライド自在となり、この範囲での商品陳列幅の調整が可能となると共に、本体
部２１ｄへの商品載置が可能であり、商品の陳列空間をより有効に利用できる。
【００２９】
【発明の効果】
請求項１の発明によれば、陳列商品の大きさ及び陳列数等によって、簡単に設計変更でき
、且つ見栄えもよい。
【００３０】
請求項２の発明によれば、左右方向の寸法幅が異なる多種類の商品陳列棚に設置でき、且
つ商品陳列棚上の商品陳列空間を有効使用することができる。
【００３１】
請求項３の発明によれば、更に商品陳列棚上の商品陳列空間を有効使用することができる
。また、既存の商品陳列棚の両側に商品転落防止板が設置されている場合には、１個又は
一対の幅調整用商品前出し機を省略しても使用できる。請求項４の発明によれば、前記発
明と同様の効果を奏する他、商品陳列棚に既存の商品転落防止板が設置されていない場合
に有効であり、且つ商品前出し機の商品陳列棚への収まりもよく見栄えがよい。請求項５
の発明によれば、ローラーは、前出し本体のローラー取付け部に圧入される方法等の簡易
な方法でセットできるから安価に製造できる。
【００３２】
請求項６の発明によれば、調整幅を広く採れると共に、幅調整に伴う商品前出し機が無い
空きスペースを少なくできるため、見栄えがよい。請求項７の発明によれば、商品仕切り
板の掛け違いを防止できる。また、請求項８の発明によれば、商品の幅に応じて商品仕切
り板を自在に調整できる。また、請求項９の発明によれば、背丈の低い商品から２リット
ル容器等の背丈の高い商品まで幅広い商品の陳列が可能である。また、請求項１０の発明
によれば、背丈及び重心が高い商品の転落を確実に防止できる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の実施の形態における商品陳列ユニットの組立を示す斜視図である。
【図２】商品前出し機と側仕切り板との係合関係を示す図である。
【図３】前出し本体へのローラーの嵌め込みを示す図である。
【図４】前出し本体へのローラーの嵌め込みの順序を示す図である。
【図５】側仕切り板の他の例を示す斜視図である。
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【図６】商品前出し機と図５の側仕切り板との係合関係を示す図である。
【図７】位置決め用固定板の他の例を示す斜視図である。
【図８】商品転落防止板の作用を示す説明図である。
【図９】他の商品転落防止板の作用を示す説明図である。
【図１０】本発明の他の実施の形態における商品陳列ユニットの組立を示す斜視図である
。
【符号の説明】
１、１ａ～１ｄ　商品前出し機
２ａ、２ｂ　　　側仕切り板
３　　　　　　　商品仕切り板
４ａ～４ｄ　　　前出し本体
５　　　　　　　ローラー
６　　　　　　　係止突起部
７　　　　　　　位置決め用固定板
９ｃ　　　　　　　リブ
１０　　　　　　　商品陳列ユニット
１１　　　　　　　連結凹部
１２　　　　　　　連結凸部
１３、２００ａ　　幅調整用商品前出し機
２１　　　　　　　基板
２２ａ、２２ｂ　　係合片
２３　　　　　　　側仕切り板本体
３１　　　　　　　前方係合突起
３２　　　　　　　後方係合突起
３３　　　　　　　本体部
６１　　　　　　　係止溝
７１　　　　　　　係合溝
７２　　　　　　　商品転落防止板
７３　　　　　　　商品転落防止部
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】 【 図 ５ 】

【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】 【 図 ８ 】

【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】
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